
⊂調査コ≡戦後日本の所得分布と資産分布

[I]間題の所在*)

石油危機とそれにつづくインフレを契機として発生し

た各種の経済上の混乱は,わが国の経済のあり方に対し

て種々の疑問を提起するにいたった。その一つとして,

「富の分配の公正さ」があげられよう。たしかに,今回

の経済的混乱に乗じた一部企業の不当利得には目にあま

るものがあったO　また,従来からしばしば問題となる近

郊貴家の土地成金ぶりにも批判が集中されてしかるべき

であろうOこのような状況を背景として,所得や富の分

配のあり方を考えてみることは有意義なことであろうし,

またそれを支える実証研究がすすめられることも期待さ

れよう1)0

一方,所得分布研究に対する要請は,開発途上国の経

済分析からも発生している。現在の開発途上国がその所

得の増加を紡ぎすことは当然であるが,その所得の増加

分が一部の階層に集中する傾向がみられる。このことか

ら,経済成長と所得分布の平等さが斉合的であるかどう

かという問題意識が提起されている。例えばPoukert

が約40か国の所得分布を比較しているのはこの種の視

点にもとずくものであろう2).

一般的にいって,所得分布の研究のためのデータは不

足しがちである。すなわち,この種の研究のためには個

人または家計を対象とした標本調査が必要となるが,大

多数の国ではこの種のデータは極めて限られた年次につ

いておこなわれているにすぎない。したがって多くの研

_辛)本論の中で用いられた計算の多くは,一橋大学
経済研究所電子計算室の援助に負っている。ここに感

謝の意を表する。

1) 『週刊東洋経済』の「近代経済学シリーズ」,
1973年10月3日号(No.3764)では「日本の所得分配」

に関する特集をおこなっており,わが国における所得

分布研究の状況を知るうえに便利な情報を提供してい

る。

2) Flex Paukert, "Income Distribution at工)if-

ferent Levels of Development : A Survey of Evi-

dence" International Labour Review, No. 2-3, 1973.

究は, 2-3コのデータによる年次問比較または特定年

次のサーベイの細部にわたる分析に集中している。

このような状況下において,わが国の資料の分布は研

究者にとって極めてめぐまれた状況にある。すなわち'

わが国の統計体系がサーベイを主体として組みたてられ

た結果,所得分布変化をある程度まで時系列的に知るこ

とが出来る。このような時系列比較は,開発途上国の研

究をすすめるにあたって貴重な情報を提供することにな

る3)0

本論では,所得分布型の変化を1950年代から1971年

までの時系列データを利用して出来るだけ系統的に分析

をすすめることにしたい。ここで,最新のデータが利用

されなかったのは1972年以降のインフレーションの

結果,所得分布の変化に新らしい傾向が見出されること

が予想されるからである。この傾向を検討することは,

カレントな経済政策上の立場からは重要なことであろうo

しかし,戦後十数年にわたる所得分布の変動分析の一環

として観察をすすめるには, 1972-73年のデータはか

なり「過渡期」的な性格のものといえよう.したがって

この検討は,なお若干の歳月をへたのちすすめるほうが

適切であろう。

本論におけるいま1つの試みとしては,分析の範囲を

所得以外の富,すなわち資産の分野まで拡大することで

ある.このテーマはデータの制約上充分な成果を得るこ

とは期待出来ないが,現在のデータでどの程度の分析が

可能かを追求した一例にはなり得るであろう。

[II]所得分布

(2-1)従来の業績のサーベイ

戦後のわが国の所得分布研究は, 1950年代と1960年

代の間に明確な断層があるようである1950年代にお

3)特に開発途上国においては,所得分布型の変化
を示す時系列データがいちぢるしく不足している。こ

の意味では19S0年代のわが国の経験は注目されよう。

また,韓国は所得分布に関する時系列データをある程
度まで有している数少ない国であり,その研究は今後

の重要な課題といえよう。
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第1表　所　得　の　不　平　等　係　数　の

[注]デ-タ欄の略号は次の通り,就業構造: 『就業構造基本調査。日,賃金構造; 『貸金構造基本調査』,民間給与: 『民間給与実態調

ける所得分布研究の問題意識は今日の開発途上国のそれ

にかなり近い性櫓をもっていたと思われるO高橋長太郎

氏を中心とする一橋大学経済研究所の共同研究および早

川三代治氏の研究はその先駆的なものといえようO　この

うち早川氏の研究は4)

( 1 ) Miyoji Hayakawa, "The Application of Par-

eto′s Law of Income to Japanese Data," -おcon-

ometrica Vol. 19, No 2, 1951.

(2) M. Hayakawa, "Distribution of Income m

Japan, 1905-1956," Waseda Economic Papers,

No. 4. 1959

に発表されている。また,ほぼ同時代におこなわれてい

た高橋氏の研究および氏を中心とする共同研究の成果は,

(3)高橋長太郎『所得分布の変動様式』,岩波書店,

1955年,および

( 4 ) Chotaro Takahasm, Dynamic Changes of ln-

come, and Its Distribution o f Japan, Kmokuniya

Bookstore, 1959

にまとめられている。これら二著においては,税務統計

を利用した戦前から1950年代中期にかけての分析およ

び家計調査,厚生行政基本調査を利用した1950年代中

4)以下文献を引用するにあたっては,本節で付さ

れている文献番号が利用される。

期までの戦後分析がおこなわれた。しかし,その後日本

の経済成長が国民一般の生活水準を向上せしめただけで

なく,少なくとも現在の開発途上国で発生しているよう

な明確な形での所得の不平等化が進行していかなかった

ために,多くの研究者の興味は所得分布そのものの課題

からは遠のいていった。一方,皮肉なことに興味の減少

とは逆に所得分布のための情報は急激に増加していったor

(5)国民生活研究所『所得分布の実態および世帯構

造変化に関する研究』,同研究所, 1965年

は,これらの諸データからもたらされる戦後の所得分布

の変動形態を比較した点では注目されるが,そこからも

たらされている帰結に興味ある成果を見出すことは出来

ない。むしろ,その後発生した労働不足経済下の所得分

布の変動にも着目した

(6) Tadao Ishizaki, "The Income Distribution

m Japan," The Developing Ecomomies, Vol V,

No. 2, 1967

の指摘のほうに多くの成果を見出すことが出来る。ここ

では,就業構造基本調査の結果を利用して, 「現金所得」,

の准帯分布が19S0年代において不平等化し, 1962-65

年間において平等化のきざしがみられることが指摘され

ている。

このような所得分布そのものの研究と並行して,所得

分布におよぼす租税の再分配効果や,社会保障の効果を



October 19T4

計　　測　　結　　果　　の　　比　　較

戦後日本の所得分布と資産分布

査』,鹿家生計: 『農家生計費調査』O所得の種類中(衣)は家計の所得, (個)は個人の所得。

分析しようとした一連の研究がある。

(7)貝塚啓明・新飯田宏, 「租税の所得再分配効果」,

館・渡部編『経済成長と財政金融』,岩波書店,

1965年

(8)村上雅子「財政による所得の再分配　昭和28

-39年」,藤野・宇田川編『経済成長と財政金融

政策』,勤草書房, 1967年

(9)石弘光「わが国税制の所得再分配効果」, 『週刊

東洋経済』 No. 3764, 1974

(10)地主重美「戦後日本における社会保障の所得再

分配効果」,都留重人編『新しい政治経済学を求

ゆて-第2集-』,勤草書房, 1968年。

(ll)市川洋・仙石隆史「社会保険と所得階層別分布」

『経済分析』,第41号1972年(この要約は『週刊

東洋経済』 No. 3764に再掲)

がある5)。これらの論文の主題は,所得分布そのものの

5)早川氏の研究は,近年においてあまり引用され

ていないo　この研究を知ることが出来たのは聴田芳郎

氏の御指摘に負う。また,高橋長太郎氏を中心とする
研究の成果は, 『経済研究』等に継続的に発表されて

いるが,その主要な結果は本文の2著書にまとめられ

ているので,各論文の引用は省略する。このほか,労

働省労働大臣官房政策課システム分析室, 『所得分布

と資本形成に関するシステム分析(分析編)』(謄写刷),
1974年において,広範囲のデータにジブラ分布をあ
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変化の分析にはないが,そのプロセスで所得分布研究と

重複しており,それをとりだすことによiてわれわれの

研究に利用することが出来る。このほか, 『全国消費実

態調査』を利用した興味ある研究として

(12)倉林義正「わが国における所得と富の階層別分

布」, 『週刊東洋経済』 No. 3764, 1974年

がある。

ところで,これらの研究で利用されているデータや,

測定に利用されている不平等係数の測定法には相違があ

るから,厳密な此較は出来ない。しかし,たとえ大まか

な比較であっても過去の測定結果をまとめておくことは,

以下の検討において独断的結論を導く危険から回避出来

るというメリットを期待することが出来るという利点は

ある。第1表には,各論文に示されている不平等係数を,

その性櫓に応じて1960年, 62年, 67年の基準の指数に

換算した結果が示されているOいうまでもなく,この指

数の債そのものは不平等係数の測定法に大きく依存して

いるから指数の絶対値そのものを此較することは適当で

はなく変化の方向に主たる関心を集中するのが適切であ

ろう6)0

てはめた研究があることを知ったが,時間的制約のた

妙リファーすることが出来なかった。

6)各々の不平等係数の牲椿については,倉林義正,

『所得分布の型と生成』労働省大臣官房政策課(謄写

刺)1974のレビューの参照が望ましい。
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ところで第1表をみると多くの研究は勤労者世帯また

は勤労者賃金に集中している。わが国の勤労者世帯の比

重は1960年代以降50%以上をしめてきている事実から

すればこのようなかたよりがあることはむしろ当然かも

しれない。そして,これらの計測ではほぼ共通している

ことは, 1950年代において勤労者催帯の所得分布の不

平等化が進行したらしいこと,そして1960年代の少な

くとも中期以降平等化の動向がみられるということであ

ろう。そして,この一般的傾向に関する結論は,この調

査の後半において裏付けられる。

農家世帯および非農「一般世帯」(『家計調査年報』の

定義による)についての計測結果は極めて少ない。特に

農家については国民生活研究所の計測結果が利用し得る

にすぎない。このほかに, 『就業構造基本調査』を利用

した計測結果はあるけれども,農家所得ではかなりの額

にのぼる自家消費部分を恕祝している点で利用出来ない

・(このため第1表でもこの種の計測結果は示していない)0

非農一般値帯についての計測結果は『就業構造基本調

査』のものが利用出来るが, 3年おきの結果であるため,

第1表から確定的な傾向を見出すことは困難である。

これにかおるものとしして,申告所得統計を利用した

計算がある。この統計の利用にあたって問題となるのは

次の3点である。第1はよく指摘されるように,税務統

計が他の統計より多くのバイアスを含む可能性を有して

いることであり,第2は免税点以下の分布が除外されて

いることである。第3は,申告所得には譲渡所得を含ん

でいるということである。文献(7)の指摘によれば,

1970年代の申告所得分布の不平等化の原因は譲渡所得

に起因しているとされている。たしかに土地成金をめぐ

る不平等感の増大は,この統計にかなり明確な形であら

われているといえよう。ただここで問題となるのは,諺

渡所得が国民所得概念でいう所得ではないということで

ある。すなわち,土地を売却した澄帯は対応する実物資

産の減少をみているわけであり,現在価値で評価された

資産保有量には変化がないはずである。この点を考慮す

れば,譲渡所得をめぐる不平等度の増大は,本来資産分

布の領域で処理されるべき問題であろう。本論では,こ

のような配慮から譲渡所得の効果は所得分布の問題とし

てほとりあつかわない。したがって,第1表の申告所得

に関する結果は一つの参考数字の域を出ない点に注意さ

れたい。

従来の准帯ベースの研究において欠除していた分野に

単身髄帯の所得分布の研究がある。この領域についての

統計はわが国において最も弱体な領域であり,わずかに

研　　　究 Vol. 25　No. 4

『全国消費実態調査』および『就業構造基本調査』から

数字が得られるにすぎない。ただ,これらの准帯分布は

全港帯についての分布を分析しようとする場合に不可欠

な要素であり・,本論でも若干の補充的検討がおこなわれ

る。

一方,全港帯の分布に対する関心も,文献(6)および

(10)にあらわれている。これらの計測は, 『就業構造基

本調査』の分布をそのまま利用して全世帯についての所

得分布を検討している。ただ既述のように,このデータ

は農家世帯の所得分布について大きなバイアスを有して

いるのでその結論をそのまま利用することは出来ない。

第1表で,全世帯分布についての吉白述が省略されている

のはこのためである。

以上は,既発表の論文に関する議論であるが,現在進

行中の2種の研究があることを指摘しておく。一つは,

1973年の理論経済学会総会で発表されたマオア氏の

『家計調査』を利用した研究であり,その二はRichard

Wadaによる『就業構造基本調査』を利用した分析であ

る。いずれの研究も,データの吟味という点で過去の日

本の水準をうわまわっているように思われるが,印刷物

として公表されていない関係上ここでの引用はさしひか

える,

(2-2)計測のためのデータと方法

所得分布を考える湯合,所得者ベースでおこなうか値

帯ベースでおこなうかがまず問題となる.前者は,所得

の分配を機能的古土みていくうえでたしかに利点をもって

いるし,この面からの綜合的な分析がすすめられること

は確かに興味あることである。しかし,実際のデータを

利用して,この線にそった分析をすすめようとするとい

くつかの困難に直面する。例えば,勤労者の所得分布の

資料としては『賃金構造基本調査』をあげることが出来

る。このデータを利用すれば,個人ベースの勤労者の勤

労収入の分布を得ることが出来る。しかし,この分布は,

各勤労者の収入分布を正確にあらわしたものではないo

一部の勤労者は,正規の就労以外の副収入を待ているで

あろうし,財産収入も獲得しているであろう。また,上

記のデータでは移転収入の入りこむ余地もない。このよ

うな困難性は自営業主の所得分布を考える場合一層増大

する。例えば,農家の所得を複数の家族従業者に配分す

ることは,かなり志意的なノ仮定を置かない限り不可能で

あろう。このような理由から,個人業主に関連ある個人

ペースの所得分布統言事、ま,税務統計を除けばほとんど存

在しないといってさしつかえない。

一方,世帯べ-スの分析にももちろん問題はある。ま
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第2表　所得分布分析のためのデータ

資　　　料　　　名　　l　調　査　対　象

(i)家計調査

(ii)全国消費実態調査

(ni)消費動向予測調査

(iv)厚生行政基礎調査

(V)貴家生計費調査

(vi)農家の租税・公課負担調査

(vll)就業構造基本調査

(Till)賃金構造基本調査

(ix)民間給与実態調査

(Ⅹ)申告所得の実盤

都市澄帯

都市世帯

全世帯

仝催帯

農家世帯

農家准帯

全港帯・個人所得

勤労者貸金

民間企業貸金

申告所得

唇本数1特　色

中
　
大
　
小
　
大
　
中
　
中
　
大
　
大
　
大
　
大

1963年に改訂

5年毎, 9-11月平均

低所得層の情報大

〕リ
ンクの必要性

3年毎,実物所得含まず

ず所得形成の面からみると,一世帯が複数の有業者をも

つという複亜な側面を有している。更に,所得を生活の

基礎と考える立場からみた場合においても,華帯人員の

変化をどうとりあつかうか等の難問がある。しかし,デ

ータ量からみる限り家計ベースのデ-タは個人ベースの

それよりもはるかに多い.これらの点を考慮しながら,

本論文では主として家計ベースの分析を主体としながら

議論をすすめていくことにしたい。

ところで,所得分布の分析に使用し得るデータとして

ほどのようなものがあるであろうか。この種のサーベイ

・は1962年までの情報をもとに国民生活研究所がおこ

ならた調査がある(文献(3)参照)。第2表は,この調査

後の資料の整備状況をも加えて,主要な調査について作

成したものである。同表に示された調査は比較的カバレ

ッヂの広いデータのみを示しているので,これ以外にも

興味のあるデータが存在していることも明記しておく必

要があろう。例えば,農林省統計調査部による『林家経

済調査』, 『漁家経済調査』は『農家経済調査』に匹敵す

るデータである。また日本国有鉄道公社等の政府企業が

実施している職員の家計調査もしばしば部分的に利用さ

れることがある。また,一部都道府県については,独自

の家計調査が見出されている。この種のデ-タの分析は

より進んだ段階の詳細な分析に利用し得るであろう。

ところで,同表をみる場合, 2つの側面からの検討が

要求されよう。第1のそれは,どれだけの標本数を有し

ているかということである。この点からみた場合『就業

構造基本調査』は, 2つの点で重要な地位をしめること

になる。第1に,この調査は職業別の催帯分布を与えて

くれることがあり,この情報は所得分布の分析のみなら

ず多くの分野で利用されてきている。第2の特色は「現

金収入」に関する調査であり1965年までの調査では
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収入項目別に1968年以降の調査では収入総額につい-

ての情報が得られる。かくて,この調査で定義された

「所得」が「現金所得」のみに限定されるという局を除'

けば,一応綜合的な所得分布の状況を与えてくれるデー

タである。そしてそれ故にこそ,このデータを利用した一

研究も少なくないOただ,この調査における収入項目の、

精度については,若干の人々によって疑問が提出された

ことがある点も明記しておく必要があろう.

この意味から第2の側面もまた所得分布研究にとって

重要であるoそれは,統計を構成している所得に関するr

数字がどのようにして調査されたかということである。

家計にとって,年間所得を正確に答えることは予想外に一

困難をともなう.まして,特定の概念にあうように指定

された金額を記憶にもとずいて算定することは非常な努-

力を必要とする。このような誤差を縮少せしめる有力な一

方法は「家計簿」を作成し,収支のバランスをチュック

することである。このような側面からみた場合,勤労者・

准帯についての『家計調査』. 『全国消費実態調査』,農

家についての『貴家生計費調査』7)が注目されるようにー

なる。以下の論述では,この点を重視してこれらデータ

を2職業ブル-プについて利用していきたいと思う8).

かくて残された職業グループとして, 『家計調査』で

「一般世帯」と呼ばれている世帯が残される.この華静

7) 『貴家生計費調査』自体には,農家世帯の収支~

バランス表が含まれているわけではない。しかし,こ

の調査は収支バランス表をもつ『農家経済調査』の標.

本を再集計したものである点で『家計調査』と同じ性

格をもつものといえる0

8) 『家計調査』等は,収支バランス表を作成する

という意味では所得に関する数字の信恵庭は高いが,

その反面低所得層に調査拒香世帯が多いともいわれて

いる。この間題は将来の研究課題となり得るであろうor、
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グループは, (イ)非農個人業主催帯, (ロ)無業世帯とい

うことになるが,これらの港帯についてはアンケート方

式による所得データが存在しているにすぎない。すなわ

ち, 『家計調査』においては,調査が特定の丑帯につい

て実施された時点から過去へさかのぼって1年間の所得

のレポートを求めているOただ同調査では,標本が逐次

とりかえられているから,対象となった「年収」は厳密

な意味では此校に耐え得るものではない.一方, 『全国

消費実態調査』は共通期間の「月収」をこれらの世帯グ

ループについて調査している。この情報は詳細な分析を

すすめるうえで重要なものではあるけれども, 9-11月

に調査が限定されているという欠点がある。一方,これ

ら世帯を対象とした租税統計として『申告所得の実態』

があるが,その信頼性に問題があることおよび免税点以

下の分布が得られないという制約がある。かくて,残さ

れた可能性としては, 『就業構造基本調査』がある。こ

の調査の主眼が催帯別所得の調査にないこと等から,そ

の信頼性はかならずLも充分とはいい得ないが,当面こ

れを利用せざるを得ないOかくて,全職業グループに情

報が得られるのは3年ごとということになる。

以上対象としてきた髄帯は『就業構造基本調査』で

「一般進帯」と呼ばれている世帯人員2名以上の華帯で

ある(『家計調査』と『就業構造基本調査』問では「一般

世帯」の定義がことなる)。これと並んで「単身催帯」

が考えられなければならない。 『全国消費実態調査』に

・は単身世帯のうち勤労者世帯に属するものの情報がある

ので,これを利用した若干のチェックをすすめることは

可能である。しかし,単身者世帯は非薦個人業主催帯,

無業髄帯にも存在しており,上記のチュックのみでは充

分ではない。そこで注目_されるのが『就業構造基本調

査』であるが,この調査報告書では職業別,一般・単身

別の所得分布がすべての時点で与えられているわけでは

ない9)。そこで時系列比較をすすめようとするとすべて

の職業に属する単身世帯の分布を分析することに限定さ

れることになる。勤労者に属する単身せ帯と無業者のそ

れとではその性格が大きくことなることから,このよう

なブールは好ましいものではないが,データの制約上や

むを得ない措置といえよう。

9) 『就業構造基本調査』では,ほとんどの時点に

ついて全世帯・一般世帯別の所得分布表をもっている

から,その差より単身世帯についての所得分布を得る

ことが出来る。しかし,多くの時点での職業別分布表

では一般世帯についての分布が与えられているにすぎ

ない。
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次に問題となるのは,われわれが考察の対象とする

「所得」がどのようなレベルのものであるということで

あろう。過去の分析例をみると,可処分所得に租税を加

えた額(例えば『家計調査年報』の定義による「実収入」)

が採用されてきていた10)。この指標は多くの統計で共通

の指標として利用し得る点では便利な概念である。ただ,

倉林義正氏が文献(12)で所得の流れという視点から整理

した図式からみれば,以上の定義は家計が生産活動によ

って入手し得る第1次所得と,消費活動のための所得

-すなわち可処分所得-の中間的概念ということに

なる。このような体系にもとづく研究は今後進められる

必要があろうが,本論では従来よりの分析結果との対比

に重点をおく考えから課税前所得を中心とし,可能な場

合については第1次所得および可処分所得についても言

及することにした。しかしこれらの綜合的な分析につい

てはほとんど論じられず,将来の研究にゆだねられてい

る。

所得分布の不平等度を測定する方式としては> (1)変

動係数. (2)ジニー係数. (3)対数の分散またはジブラ

(不平等度)係数. COパレート係数等があり,いずれも

過去の研究において利用されている(第3表参照)。この

結果をみると,ジニー係数が最も多く利用されており,

この傾向は諸外国のそれにおいてもかわりはないoただ,

文献(ll)で指摘され,筆者の計算結果も確認したところ

によれば,わが国の所得分布はかなり良好に対数正規分

第3表　各論文で利用された不平等係数の計測法

文　献　番　号

変　動　係　数

ジ　ニ　ー　係　数

ジ　ブ　ラ　係　数

バ　レ　ー　71係数

(5)

(V, (8), (9), (10)

(3), (4), (ll)

(1), (2), (12)

[注]文献は,単一の不平等係数を算出していないo

布にフィットすることがわかっている。しかも,ジブラ

係数は,分散分析の手法を準用して不平等係数の変化を

要因別に分解することが可能となるという利点を有して

いる。このような理由から,以下の計算では2つの不平

等係数を併用しながら分析をすすめることにしたい。

ここで,念のた糾こ, 2種の不平等係数の算出法を示

しておく。ジブラ係数の推定には少なくとも2種の方式

が考えられている。その1は,変数を対数変換した後分

10)データ上の理由から,自己保有家屋の帰属家賃

部分は所得には加えられていない。
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散を計算するものであり11)その2は対数正規分布の性

質を利用して

N(y) -a+b log *　　　　　　　　　　　(1)

に最小二乗法をあてはめ, bの推定値を利用するもので

ある.ここで3;は所得等の分析指標であり, yは指標が

・E以下の標本数の全標本にしめる此率, N(z)は

孟exp仁害¥dx-z　　　(2)
を満す値である。以下の計算では第2の方式が採用され

ている。

ジニー係数Rの測定方法も一様ではない.以下利用

される方式は,最も普通に利用されるものであって

2?-1- ∑pt (Qt+Qt-i)　　　　　　　　(3)
右

の算式が利用されるOここで, tは階層番号, Ptはt階

層に属する催帯(または個人)の全体に対する比率, Qtは

i階層までの累計所得の全所得にしめる比率を表わして

いるO　この方法は,計測に利用されるデータの階層数が

此較的少ない場合には不安定となるという欠陥をやって

いる。この意味では,文献(10)で採用されているように,

他の不平等係数-例えばパレート係数-から理論的

に誘導された係数によるチェックは興味ある試みという

ことが出来よう。しかし,この種の吟味はこの論文では

おこなわれていない。

(2-3)勤労者世帯の所得分布

勤労者世帯の所得分布の推定には, 『家計調査年報』

が中心に吟味される。既述のように,このデータは各家

計たっいて収支バランス表を作成させていることから所

得に関する数字にかなり信頼性がおかれている点で他の

資料よりもすぐれている.しかし,このデータについて

ち,いくつかの問題点があることは明記しておく必要が

あろう。第1の問題は,この調査で採用されている標礎

がやや高所得層にかたよっているのではないかという指

摘であるo　この間題は文献(4)において狂見康一氏によ

って提起されている。確かに,厚生省の『厚生行政基礎

調査』と『家計調査』とを此較してみると,後者の分布

がやや上方にかたよっている傾向がある。この点に関す

る吟味は,他の資料とのつきあわせを含めて,今後検討

される必要があろう.

第2の問題点は,わが国の家計調査が「単身牡帯」を

ll)この方式は,所得分布の形として,対数正規分

布を前提としないことを強調する目的でしばしば利用

される。
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調査対象の中に含んでいないということである.このた

め,従来の分析では国鉄等の単身髄帯に関する調査が補

助情報として使用されてきた。ところで, 『全国消費実

態調査』の数字を利用すれば,単身華帯を除くことによ

って生じる結論のゆがみの程度についてある程度の情報

を得ることが出来る。すなわち,同調査では3年次の時

点について, 『家計調査』とほぼ同じ母集団を対象とし

た調査のほかに単身丑帯についての調査もおこなってい

る。単身世帯の抽出率が他の華帯に此して低いこと等の

問題はあるが12)若干の誤差を覚悟すれば単身世帯を排

第4表　2人以上の世帯と全世帯の不平等係数の
比較(勤労者世帯)

[資料] 『全国消費実態調査』

除したことによる影響をチェックすることは可能である0

第4表は, 『全国消費実態調査』に示された勤労者世帯

(2人以上の催帯)に関する表から求められた所得分布と,

この分布に抽出率整調辞の単身准帯の分布を合算するこ

とによって求められる分布から計算される全動労者世帯

についての不平等係数が比較されている。この結果によ

れば,ジニー係数は単身世帯を加えた場合若干減少する

けれども, 3年間にわたる不平等係数の指数の傾向には

ほとんど影響を与えないことがわかる。

第3,第4の問題は時系列此較上発生する技術的困難

性に関連がある。前者は『家計調査』の1962年以前の

数字が人口5万以上の都市堆帯を対象としている。この

結果は,町村をも含めた「全国」の数字と比較して多少

の問題をもつであろう。しかし,時系列的比較をおこな

っていくうえではそれほど大きな障害とはならないよう

に思われる。第4の問題は, 『家計調査年報』の集計方

法に関連があるO　われわれが利用し得るデータは,家計

調査の個票ではなく,ある種の指標で集計された統計表

である。しかるに, 1962年以前のデータでは原則とし

て月別の実収入で階級わけがなされてい'るのに対し,

12)単身世帯の抽出率は年別にことなっており,特

に1959年のたれは低い。また世帯人員2人以上の世

帯の調査は9-11月平均であるが,単身値帯のそれは

9-10月平均である.しかし,以下の計算ではこの点

を無視して作業をすすめることにしたい。
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第5表　象計調査による不平等係数の変化(勤労者世帯)

Vol.25　No.4

[注コ　*印は不況年

[資料] 『家計調査年報』

1963年以降のデータでは調査時点における過去1年の

年収によって階級わけがおこなわれている。後者の階級

わけは,ボーナス支給月と他の月のデータをプールし,

階層別年平均を求めるには便利である。一方,前者の定

義においては,ボーナス収入が大な12月と他の11カ月

の結果を単純に階層別に平均することには問題がある

(1950年代では6-7月のボーナスが比較的少なかった

ことから, 12月に集中的に矛盾があらわれている)。そ

こで1つの工夫として,全標本を大きさの順に並らべた

後5等分し,各区分別の平均値を算定するという「実収

入5分位階叔表」の作成がおこなわれてきた。しかし,

5階層による不平等係数の作成にはかなりの問題がある

ので,本論では「5分位階級」とほぼ同様の手法で「10

分位階級」表を各月別データから作成し,不平等係数を

計算することにした13)。しかし,このようにして求めら

れた不平等係数も1963年以降の年間収入別表とは単純

には此較出来ない。このようにいくつかの難点はあるけ

れども,依然として『家計調査』が最優先されるべきデ

ータであることは否定出来ないので,工夫を重ねながら

分析をすすめることにしたい。

第5表は, 『家計調査年報』の数字を利用して計算さ

れた勤労着港帯についての不平等係数の時系列変化を示
考

13) 「10分位データ」の計算は, 1962年以前の『家

計調査年報』の付録で解説されている「現金実収入5
分位階級」の作成法を若干修正して利用した。

したものである.同義のリンク指数は, 1963年以降に

ついては全国の年収データを′,また1963年以前につい

ては5万人以上の都市に関する「10分位階級データ」

をもとにして計算された2種の係数を1963年借間の比

率によって単純にリンクしたものである.この計算方法

にはもちろん留供が必要であろうが,さしあたり他のよ

りよい方法も思いつかないので,当面この方式にしたが

うことにした。

ただ,このような留保条件がある以上このデータのし

めす傾向が他のデータよりの結果とどの程度類似してい

るかを確かめておくことが必要であろう。第1図はこの

目的のために作成されたものである.各調査について計

算の対象となったのはいずれも課税前所得ではあるが,

その調査範囲,標本の性格等に相違があるから,同国で

おこなわれたような指数ベースの比較においでもある程

度の相違から生じることは当然予想されるOそれにもか

かわらず第1図の各指数はかなりの程度の類似性を示し

ている。まず, 『家計調査』と『賃金構造基本調査』, 『民

間給与実態調査』の指数は1950年代後半まで不平等係

数が増加し,その後急速な下落を示している。ただ,こ

の屈折年は賃金関係2調査が早めに出ているが,これは

家計調査では含まれていない単身若年層の存在を考慮す

れば説明出来る。また, 1956年における『家計調査』か

らのくぼみは他の調査では見出されない。 『就業構造基

本調査』の指数も大勢としては他の3指数と同じ傾向を
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第1図　不平等係数指数の比較

示している.た嬉同調査から得られる1968-71年間の

変化は他の調査結果からみて異常に思われる。

ところで,第5表の結果をみると,いくつかの興味あ

る事実を見出すことが出来る。第1に不平等係数のトレ

ンドをみると, 1950年代から60年代初期にかけて上昇

し, 60年代中期から70年代初期にかけて下降している。

この屈折点が,わが国の若年労働着の不足が明らかにな

った時点以降不平等係数が低下していることは注目され

てよい。それと同時に, 1950年代において,不平等係

数が増加した事実は,過剰労働力の経済にふいて経済成

長と所得分布を考えるうえで重要である。したがって,

以下の展開において不平等係数のトレンドを解析するに

は,この2期にわけて検討をすすめる必要があろう。

第2に,やや副次的な・問題として,不平等係数のトレ

ンドよりの偏差の検討があるOすなわち,第5表の数字

を詳細にみるとトレンドにかくされた形でそれほど明瞭

ではないが,不平等係数には若干の循環変動的動きがみ

られ,それは景気変動とかなりの関連をもっていそうな

ことである。経済企画庁の作成した『25系列による景

気動向指標』による.,不況期に対応する年次は第5表に

印を付すことによって示されているが,これらの時点よ

り若干おくれてジニ-係数はトレンドた此し不平等係数

は低い値をとっている。現在の開発途上国の問題意識は,

経済成長率と所得分布の不平等係数に若干の時差を考慮

したとき正相関が存在するということであるが,循環変

動た関する限りこの命題はわが国にも妥当しているO
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これらの不平等係数の時系列変動の原因をみるために

若干の分析を追加してみよう。その第1の試みは,勤労

者世帯の収入を構成要素別に分解し,各々の分配状況を

追跡してみることである。勤労者世帯の実収入は, (1)

世帯主の勤め先からの定期収入. (2)世帯主の勤め先か

らの臨時収入. (3)その他の連帯員の勤労収入. W事

業・内職収入. (5)その他の収入に分割出来る。そして,

これらの所得階層間の分布は,時間の経過とともに変化

する七とが予想される。そこで, 『家計調査年報』に示

された「5分位階級データ」を利用して各所得の階級間

分布の状況を示すと第2図が得られる。同園で1962年

以前の数字は「実収入5分位階級」, 1963年以降の数字

は「年間収入5分位階級」よりとられているから,この

両者を連続して利用することは適当でない。また同園で

は,比較的金額の少ない事業・内職収入をその他家族員

の勤め先収入に合算して図示するとともに, 「その他実

収入」の中で特殊な地位をしめる財産収入については

「別掲」の形で示しておいた。

ところで,同図作成のための原数字をも参照しながら,

階級間の構成比を検討してみると興味ある事実を見出す

ことが出来る。まず実収入についてみると1963年以降

と1962年以前に明確な相違がみられる。まず1963年以

降については第Ⅴ分位階級のシェアが減少し,第I分位

のそれの急増と第I分位の漸増がみられ,不平等係数の

低下を裏付けている.一方, 1962年以前においては第

i, n分位の低所矧i皆級の所得シェアにはほとんど変化
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第2図　5分　位　階　級　別　所　得　分　配　状　況

1.実収入
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がなく,第Ⅴ分位のシェアの増加と第Ⅲ ・Ⅳ分位の減少

が相殺されていることがわかる。要約すれば1950年代

の所得分布の不平等係数の変化は主として中位の所得階

層以上の所得配分の相違より生じたのに対し, 1960年

代中期以降のそれは低所得・高所得階層間のシェアの移

動により発生したということが出来よう。

このような相違をもたらした原因は,所得構成要素の

シェアの変化をみることによってある程度まで説明する

ことが出来る。勤労者食滞の所得構成で最大の此重をし

めるのは世帯主の勤め先からの定期収入(1970年で62. 2

%')であり,ついで同臨時収入(同21.7%)である。とこ

ろで定期収入の1963年以降の動きをみると,第I, Ⅱ分

位のシェアの増加と第Ⅴ分位のシェアの低下を明確に読

みとることが出来る。このことから, 1963年以降の不

平等係数の下降トレンドは世帯主定期収入のそれによっ

て主として説明されるとみなし得るであろう。事実,午

間収入階級別のデータを利用して,世帯主定期収入につ

いてのジニー係数を指数化して実収入のその僧と比較し

てみると, 2着の変動傾向はいちぢるしく類似している。

同様の傾向はより明確な形で世帯主の臨時収入について

も見出すことが出来る。ただ,この収入の全収入にしめ

る此率が世帯主定期収入よりかなり低いことと,臨時収

入の値が定期収入の大きさにかなり依存していることを

考えれば,不平等係数低下の主役は華帯主定期収入にあ

るといってよい。しかし,実収入のジニー係数にあらわ

-れた循環変動的な変化が,臨時収入のシェアの変化と密

・接に関連していることは読みとられる必要があろう。そ

の他家族の勤労収入(事業内職収入を含む)は, 1963年

jy.降不平等化の方向へ推移していることが認められる.

三陸に,第Ⅴ分位のシェアは1965年以降急増している.

これは従来高所得層では非労働力であった女子労働力の

二就業に負うところが大なようである。しかし,この所得

の比重は,核的収入の示す平等化傾向を相殺するほどに

とは大ではない。その他実収入は,財産収入,トランスフ

ァーおよび雑収入よりなるO　このうち准収入はその大き

さからみて恕祝してさしつかえない.財産収入には,

ユ963年以降ほとんどトレンドは認められない。一方,各

種トランスファーには平等化の傾向がみられ,特に低所

・得層にその傾向が強い。その一因は,第I分位にしめる

老令世帯の比重が増加したことに認められよう。

1962年以前の分布の変化は,かなりことなった構造

より発生している。すなわち,勤労者世帯の核所得であ

る催帯主定期収入については1954-62年にかけてむし

ろ平等化の傾向がみられ,実収入の不平等係数が示すト
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レンドとは逆の現象がみられる。ところが,催帯主の臨

時収入については,第Ⅴ分位のシェアが大幅に増大し,

実収入の不平等化の最大の原因となっている。特に1954

-60年の期間は,定期収入に対する臨時収入の比率が

大幅に増大した期間であった14)このような時,大企業

中小企業間の椿差,年令間の櫓差,都市規模間の格差が

発生したとしてもおどろくにはあたらない。しかし,こ

のような椅差の拡大は, 1960年代初期の労働不足に直

面してブレーキをかけられることになる。この意味では,

1950年代の勤労者世帯における不平等係数の増大は,

開発途上国が今後直面する1つのパターンを示している

といえるかもしれない。その他の世帯員の勤労収入,そ

の他の実収入については,特にとりあげるべき傾向は見

出せない。

以上の観察結果は次の推論を可能にする1950年代

の高度成長下においては,産業間,大小企業間の収益の

楯差が拡大し,その結果はボーナスの支払時間外勤務

時間の差の増大の形で勤労者世帯の所得分布を不平等化

する方向に作用してきた。しかし, 1960年代に入って,

若年労働力の不足,転業者の増加等から,ボーナス支給

額を含めて,企業間櫓差が縮少して壷たOこれに加えて,

若年労働者の不足から生じる初任給の上昇は,年功序列

賃金体系における年令間格差を減少せしめる方向に作用

してきた1960年代初期から1970年代初期にかけての

丑帯主定期収入に関する平等化傾向はこの事実を裏付け

ているといえる。更に,マオア氏の指摘する都市間にお

ける所得差の減少も無視することは出来ないであろう15)

以上の「推論」の基礎を強化するた妙の情報として2

種類のものが存在している。第1のそれは1959, 64, 69

の3年にわたる『全国消費実態調査』である。このデー

タは, 9-11月という3カ月に調査が限定されていると

いう欠点をもっている反面,各種要因別に所得階層別

-階層別けの所得は要因別にことなる-データが与

えられているという利点をもっている.したがって,こ

の種のデータを利用すれば, 3年間にわたる各種要因の

所得分布の不平等係数におよぼす各要因の効果を分析す

ることが出来る。そして,この目的のた糾こは,ジブラ

の不平等係数が便利である。すなわち,ジブラの不平等

係数の逆数は,対数正規分布の分散(以下対数分散と呼

14)この現象は,当時の勤労者家計の貯蓄率の上昇
の説明要因として利用されている。拙著『貯蓄の経済

学』,勤草書房1973年参照。

15)マオア氏の1973年「理論経済学・計量経済学
会総会報告要旨」参照。
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第6表　対数分散の要因別分解

経　　　済

[注]准帯主年令別の計算では, 『1969年報告』の分薪を調整のうえ

此較した

ぶ)にあたることから,近似的に分散分析が適用され

る16)すなわち,勤労者世帯全体の対数分散Vは,各

要因別(例えば年令別)表ごとに対数正規分布をあてはめ

て得られる対数分散X{(i-l, 2--,N:Nは要因の分類

数)の加重平均(加重のウエイトwiは第i分類の標本数

が全標本にしめす割合)と真偽の要因Zに分解され, Z

はその要因が勤労者世帯の所得分布におよぼす効果と解

第7表　要　因　別　階

研　　　究 Vol. 25　No.

することが出来る。

V- Tl wiXi+ Z　　　　　　　　　　　　(4>

第6表は,課税前所得に関する(4)式右辺の2項の値の・

変化を要因別に比較したものである1959年と1969年

値を比較したとき,各要因ともZの変化が重要な役割

をはたしていることがわかるが,その傾向は世帯主年令-

別表において特にいちぢるしい.地域間のZの減少は,,

事前に予想よりも小さな変化といえそうである。その1

つの原因は「地域」の単位として府県をとったことにあら

るのかもしれない17)勤労者せ市内における職業差をあ

らわすZは比較的小さく,かつその時間的変化も明石督

ではない。このことは,後述の一般せ帯を含む分析とい

ちぢるしい対象をなしている18)。

第2のデータは, 『家計調査年報』に示された要因別

の平均値である。これらの値は,平均値のみが示されて

いるにすぎないから,第6表のような形式の分析をおこ

なうことは出来ない。ただ,各要因別の平均値についてrら

変動係数を計算して指数化してみれば. (4)式のZに対

応する変化を時系列的に観測することが可能と声ろう。,

級　間　の　変　動　係　数

[注] 1.億帯主年令別,職業別表は再集計表に相違があるので1961年前後を一つの系列として比較、
することは出来ない。

2. 「地域別」とは,北海道,東北等の区分, 「都市階級」とは人口規模による区分であるOなお,

後者の区分が1968年で粕達するので,不連続となっている0

3. 「都市別」は調査都市間の差をいう。

[資料] 『家計調査年報』

16)対数分散の推定が,ジブラ分布のあてはめによ

っておこなわれているために,級内分散と級問分散の

合計が勤労者世帯の分散とは完全には一致しない。し

かし,その誤差は比較的小さいの殻間分散に含ませる

ことにした。

17) 『全国消費実態調査』には,都市規模階級別の・
分洋等がある。しかし1959年から1969年にかけての′

行政地域の統合を考えると,府県ベースの分析が最も

適当と判断される。

18) 『全国消費実態調査』による所得分布の研究は,′′
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第8表　農　家　世　帯　の　所　得　分　布

[注]農家所得は,農業および意外収入の合算であり,農家可処分所得は農家所得に移転所得を加え.
税を差し引いたものであるO

第7表は,このような視点から作成されたものであるo

ただ, 1960年代初期においてデータの発表法がことな

っているために時系列比較が不可能なことがあるので同

表の脚注を参照されたいO　また,これら2期間内におい

ても,脚注に示されたような調査上の木目遠点があるから

注意されたい。ところで同表によれば,いくつかの興味

ある傾向が見出される。第1に,世帯主年令別階層間の

変動係数は1955-61年間においてはトレンドは見出せ

ないが, 1964年以降減少している。第2に勤労者世帯

内での職業間のそれは, 1966年以降減少したほカ.、大き

な変化がみられない。第3に,都市間においては, 19S5

-61年間にわずかに増加したほかはほとんど変化がみ

られない。しかし, 1965年以降都市規模問の差は急減

している。これらで共通なのは, 1960は年代後半におい

て,各種の要因による所得差が縮少したことを示してお

り,これは上述のいくつかの推論を裏付けるに充分であ

ろう。

(2-4)農家世帯・其他世帯の所得分布

1950年代の日本に串いては,貴家鹿帯の此重はかな

り重要な比重をしめてきていたO例えば, 1962年の『就

業構造基本調査』によれば,貴家進帯の仝催帯にしめる

比重はn.i%となっているOこの'=とから,戦後の日

本の所得分布,特に1950年代のそれの動向をみるには,

文献12　を除けばほとんどおこなわれていない。しか

し,このデータによる所得分布研究は,分析の精度を

高砂るうえで今後重要性をもつであろうo
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雇用社帯についで患家世帯の所得分布の動向が注目され

なければならない。

ところで,直感的に判断されるように,患家世帯の所

得の調査は勤労者世帯の場合よりはるかに困難である。

すなわち,農家所得は. (i)農業所得(自家労働に対する

報酬,日豪保有地代を含む)と(ii)農外収入よりなり,

傾向的に後者の比重は急速に増大している。.しかし,そ

の此重がいちぢるしく低下した1970年においても前者

の比率は平均36.;　をしめているから,蔑業所得の算

定方法によって,患家の所得分布に対する結論が大きく

左右される可能性を有しているO農業所得の算定には,

いくつかの問題がある。第1に,農業所得のかなりの部

分は自家消費された農産物によってしめられており,そ

の評価は容易ではない19)。 『就業構造基本調査』の患家

所得が現金所得に限定されているのはこのためである.

第2に,薦業所得の算定にあたって減価償却をどのよう

にしてすすめるかという間題がある。以上の問題のほか,

農家自身どの程度まで正確な一般的なコスト計算を日常

おこなっているかについても当然の疑問が残る。

このような事情を考慮した場合,兵家についての所得

計算をおこなうには,ある程度規格化された調査が必要

であり,アンケート式調査は危険であるということが出

19)以下利用される『農家経済調査』では,住居用

住宅の減価償却をも家計消費の中へ加えているが, ′他

の世帯との対比上本論の分析ではこの部分を所得に含

砂ないことにする。
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(A)農家所得

経　　　済　　　研　　　究

第3図　5分位階級別農家所得の配分状況

(%)　　(B)農業所得

「

J

i
'55　　　'60.　'65　　　70 '55　　　'60

来よう。この論文で『患家生計費調査』が使用されたの

は,かかる背景を考慮したからにはかならない。 『患家

生計費調査』は,所得と家計消費支出が示されているに

すぎないが,その数字は『貴家経済調査』の標本を所得

階層別に組みかえたものであるからである。 『農家経済

調査』の数字にも数多くの問題があることは事実である

が,各種収入,費用,資産・負債等の関係を一連のバラ

ンス表でとらえているという意味で最も信瀬出来る調査

,ということが出来よう。ただこの調査は1962年以降に

ついてしか得られてTJ,ないので,それ以前の時点につい

ては『租税公課諸負担に関する調査』を利用した。この

調査は1960年代初期までは『農家生計費調査』と別だ

てにリぉこなわれてきており1962年の数字も完全に・は一

致しない。しかし,その差はそれほど大でないので,

1962年の2着の比率を乗じて『農家生計調査』の系列

にリンクすることにした。次に,ここで用いられる所得

の概念についてふれておこう。 『貞家生計費調査』にお

ける「鹿家所得」は,勤労者世帯の第1次所得にあたる

ものであり,それは農業所得(農業収入から減価償却20)

20)農家准帯に関する減価償却の足助方については,

Vol.25　No. 4

(C)農外所得

'55　　　'60　　　'65　　　'70

を含む貴業のための支出を差し引いたもの)と,農業外

への就労による賃金収入を主体とする農外所得より構成.

されている。この農家所得に移転収入を加え,租税・公

課詔負担を差し引いたものが農家可処分所得となる21)

第8表は,貴家所得および農家可処分所得について計

算された不平等係数が示されている。これらの結果によ

れば,農家の所得分布は, 19S0年代初期から中期にお・

いてやや不平等化したがその後1950年代末期より平等

化に転じ, 1966年以降再び不平等化の傾向がみられる

ことがわかる。この原因をさぐるには第3図が便利であ

る。同園は,貴家可処分所得(または農家所得)階級別の,

データを利用して, 「所得5分位階級別デトタ」を作成

したものであるが,同園によれば農業所得と農外所得の

問に微妙な相違を見出すことが出来る。すなわち,農業

数多くの問題があることが指摘されている。特に付加

減価償却については,筆者は強い疑問をもっている。

しかし,これらの数字についての修正と, 『農家生計

費調査』のデータについておこなうことは困難であるJ

ので,ここでは減価償却後の数字について計算をすす

妙ることにした。

21)　ここでいう所得には,もちろん農地売却による-

収入は算入されていない。
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所得については1963年から1970年にかけてゆるやかな

平等化傾向がみられるのに対して,農外所得は1960年

代中期までいちぢるしく不平等化の傾向を示しその後逆

転方向を示している.そして, 1960年代中期までおい

て見出される農家所得ないし農家可処分所得の不平等係

数の傾向は,農業・薦外所得間の逆の分配状況の変化の

相殺効果によって説明し得る。ところで,これらの時期

において,蔑業所得が平等化したというのは一見奇異に

みえるかもしれない.しかし,この事実は,われわれの

データが患家可処分所得等によって分類されていること

を想起すれば理解出来よう1960年代の貴家所得は兼

業収入の増加によって大幅な向上した。この結果,兼業

収入に依存する度合の多い小規模貴家は,可処分所得等

の階層でみる限りより上位にランクされることになる。

このような場合,たとえば農業所得の分布自体に変化が

見出せないとしても,可処分所得階層データから計測さ

れる農業所得の不平等係数は平等化傾向を示すであろう.

ただ,農外所得自体, 1960年代の後半には平等化へ転

じていることには注目されなければならない。一方,負

家の兼業化が,後進地域を中心になお進行中であること

を考慮すれば,これらの分析結果は将来の農家の所得分

布を予想する場合の参考となり得る。

勤労者世帯,鹿家世帯以外の(2人以上の)世帯は(1)

非薦個人業主催帯と無業主世帯に分割出来る. (1-2)で述

べたように,これらの世帯についての所得分布を求め得

る「最良」のデータは『就業構造基本調査』に限定され

る。この調査は一部の時点については所得の内容につい

ても示しているが,此校的新らしい時点についてはこの

第9表　非農個人業主世帯・無業世帯

独身世帯のジニー係数

[資料] 『就業構造基本調査』

種のデータを得ることが出来ないのでわれわれの此校は

年間収入(『家計調査』の課税前所得に対応)に限定され

ることになる。なあ　同調査からは, 1965年を除いて単

身催帯についての不平等係数を算出することが出来るの

で,この係数も付記されている。

ところで,第9表の結果は, 3年毎の数値を与えてく
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れるにすぎないから,断定的な結論を引き出すことは出

来ない。しかし,多少の危険をおかして推論をおこなえ

ば以下の暫定的な帰結が得られるように思われる。まず

非貴個人業主世帯の所得分布の不平等係数は1956年

から1962年にかけて上昇し,以後下降の傾向を示して

いる.元来,この業主の所得分布は景気動向に大きく左

右されると考えられるから,とびとびのデータからトレ

ンドを断定することには若干の留保が必要であるにして

也,この傾向はある確度確かなようであるOそして,こ

の動向が勤労着港帯た関する不平等係数の動きとかなり

の類似性をもっていることには注目されてよいo農家の

場合と同様に,小規模な非尭個人業主世帯においては,

その家族員の労働時間の配分について勤労者世帯の所得

の動きを参照することが充分考えられるからである。

無業低群2)の不平等係数の動きはかなり不規則であり

何らかの結論を引き出すのは困難である。ただ,これら

の世帯のわが国での比率が先進国中では非常に低いた妙

に,これら催帯についての分析は従来あまりおこなわれ

てこなかった23)しかし,今後のわが国の人口構成が老

令化傾向をたどることを考えれば,その解析は重要であ

る。ただ,その内容を追求するには, 『就業構造基本調

査』の公表結果のみでは不充分であり,厚生省関係のデ

ータを含む綜合的な分析が要求されるO　これらについて

は,従来の研究にゆずりたいと思う。

単身世帯については, 196S年の結果が得られないこ

とが「推論」を下すうえで大きな障害となる。しかし,

全体的傾向として～~ま,不平等係数が増大しているといっ

てさしつかえない。単身世帯の中には,かなりの割合を

しめる不就業健帯をかかえている。これらの世帯の所得

と就業単身世帯(主として若年層)の所得差が1960年代

の労働不足の結果増大したとしたのは当然であろう。

最後に,これら世帯グループ別のデータを捻合して,

わが国全体の所得分布に関する不平等係数を計測する作

業が残されている。この不平等係数に影響を与える要因

としては. (1)各職業グループ内における不平等係数の変

化i 2)各世帯グループの全催帯にしめる割合の変化(3)

世帯グループ間に存在する平均所得の格差がある。この

うち(1)の中では最大の世帯グループである勤労着港帯

および非農個人業主催帯に関する帰結が最も注目されよ

うOただ1960年代以後においては一部の時点で農家

22)無業世帯の中には, 『就業構造基本調査』の定

義による「休業者世帯」をも合のている.

23主文献(10)は,この問題をとりあげている数少な

い例であるo
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第10表　世帯グループ別平均所得および変動係数

世帯および単身世帯の不平等係数が勤労者牡帯と逆の方

向に動いていることには注目されなければならない。

各港帯グループの全世帯にしめる割合の変化は第4図

に示されている。同園によれば農家および非農個人業主

第4図　世帯数の分布の変化

1959 '62　　　　　　　　'71

健帯の構成比が減少し,そのかなりの部分をうめる形で

勤労者低帯が増加している。勤労者華帯内のジニー係数

は,他の2グループに此して小であるから,この現象は

世帯人員が2名以上の催帯グループ内でのジニー係数を

低める方向に作用するであろう。いま1つの特色に単身

世帯の比重の増加があげられる.この低帯は,若年就業

者世帯,若年末就業者催帯,老年無業者准帯等よりなると

考えられ,極めて複娃な構造をもっていると考えられる.

しかし,すでに述べたように,この世帯グノレ-プ内の所

得分布の分析をおこなうための充分なデータはない。し

かし,このグループのジニ-係数が極妙て高いことから,

このグループの比重の増加は全世帯の分布を不平等化の

Vol. 25　No.

方向に導くであろう。一方. (3)の要素はかなり重要であ

る。第10表には(イ)勤労者世帯, (ロ)農家丑帯, (-)罪

遵個人業主世帯, (ニ)無業壮帯(以上いずれも2人以上の

准帯), (ホ)単身瀧帯の各平均値問に存在する相違の変化

を変動係数の形で示している24)。この結果によれば, 2

人以上世辞グノレープ問の格差は19S9年から1965年の間

に縮少するが1965年以降年に再び増大する。その前者

の主原因は,雇用者と農家,非貴個人業主間の平均所得

との問の差が急速に接近したことに求められよう。更に,

この2グノレ-プ間の平均所得のは1971年には完全に逆

転し,むしろ2人以上世帯グループ間の不平等度を増大

する方向に作用している。ただ, 1つだけコメントを追

加するとすれば,勤労者世辞と他の2世帯グループの間

には世帯人員の差が存在していることである。この点を

考慮すれば,′ 1971年における不平等度の拡大傾向に関

する解釈には微妙な問題が介在してくることになる。全

社帯についての不平等皮の動きは,単身世帯の動向にか

なり大きく左右されている。ただ,たびたび述べてきた

ように,われわれの単身准帯に関する在来の分析は,こ

の表について適切な解釈を加えるには不充分である。

第11表　全世帯の所得分布

[注]参考Bは『就業構造韮本調査』の分布をそのまま利

用したもの。同Aは出家世帯のみを『意家生計調査』

でおきかえたもの

24)　この計算にあたって使用した髄帯分布および

(-), (ニ), (ホ)のデータは『就業構造基本調査』, (イ)

は家計調査, (ロ)は農家生計費調査の数字が利用され

ている。
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最後に,これらの諸効果の綜合結果であるわが国全港

帯についての所得分布の計算をおこなっておこう。この

目的のために,まず『家計調査』 『患家生計費調査』の

所得階層区分を『就業構造基本調査』のそれにあわせた

後,その標本数の合計が就業構造基本調査のそれと一致

するように修正した。このようなデータから求められた

ジニー係数は第11表に示されている。この結果をみる

と, 『就業構造基本調査』による「一般世帯」の分布は

1956年から1962年間にやや不平等化した後1962年以

緯平等化の傾向が見られる。全社帯については1965

年値が得られない関係上決定的なことはいえないが,ほ

ぼ同様の傾向があったとしてさしつかえなかろう。

なあ　以上の結果について若干のコメントを追加して

おく。第1にいくつかの副次的情報によれば,わが国の

世帯の所得分布は1970年以降不平等化に向った可能性

がある。このことから1968-71年の傾向をそのまま延

長することには慎重でなければならない。第2に,われ

われの計算は,通常『就業構造基本調査』を利用して算

出される結果と若干相違している。その主たる原因は,

農家の所得分布を現物所得をも含む形に再計算したこと

によるが,雇用者の数字を『家計調査』でおきかえた効

果もみのがすことは出来ない。その相違については,第

11表の参考数字を参照されたい。

[Ill]資産分布

(3.1)分析のためのデータと方法

既述のように,資産分布のためのデータは予想される

ようにいちぢるしく少ない.このため,既存の研究も当

然数少ないペーパーに限定されることになる。戦後の家

計の資産分布の研究としては, 『1969年全国消費実態調

査』に含まれている金融資産額の分布を分析した

倉林義正　「わが国における所得と富の階層別分布」,

『週刊東洋経済』, No. 3764および

狂藤勝　「物価・地価上昇の所得再分配への影響」,

『週刊東洋経済』 No.・3764

の2着をあげることが出来よう。倉林論文は,社会勘定

体系の一部として各程の支出分布とともに金融資産の分

布をとりあげているにすぎないこと,およびその計測が

-年次に限定されていることからここでは参考文献とし

て利用するにとどめるO狂藤論文では,年収5分位階級

別,職業別,住宅保有形態別の金融資産保有額を『貯蓄

動向調査』より′求めた後,それに過去からの住宅・土地

への純投資額の累積を利用して実物資産額を求め,地価

上昇にもとづくキャピタル・ゲインをも計算している。
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同論の問題意識自体は非常に高く評価されるべきものを

有しているが,所得階層間,住宅保有形態別階層間にお

いて時間の経過とともに発生する世帯の移動を無視して

いる点に問題が残る。

以上のように,問題の重要さにもかかわらず分析例の

少ないのは主としてデータ上の制約に由来している。わ

が国だけでなく,家計の資産分布に関するデータは少な

い。金融資産保有量の分布は,主としてサーベイデータ

より求められるが,この種のデータとしてはアメリカの

Survey of Consumer Finance,連合王国のOxford Su-

rveyをはじめ,インド,オランダ,スウェーデン等に散

見されるにすぎない25)特に,この種のデータがまがり

なりにも時系列として得ることが出来るのはアメリカの

みといってよい。このような視点からは,わが国の家計

の金融資産に関するデータは他国との此較さでは相対的

に極めて豊富であるといってよい。すなわち,利用し得

るデータとしては,第12表にかかげられた(1)-(5)の

調査をあげることが出来ようO一般に,資産に関する調

査は収支に関するものと比較して信頼性がおとることは

さけられない。ただ,これらの調査のうち『貯蓄動向調

査』が『家計調査』との相互チェックによって改良がお

こなわれているという意味では注目される。ただ,この

調査には,農家せ帯および単身世帯を含んでいないとい

う欠点がある。これを調整するには, 『消費動向予測調

査』または『貯蓄に関する髄論調査』を利用するか,

『農家経済調査』の結果を組み合わせて農家催帯の欠落

を補充するとともに, 『1969年全国消費実態調査』の情

報を利用して1人世帯欠落の影響をチニックしなければ

ならない。

実物資産についてのデータは極めて少ない.農家牡帯

に対しては, 『農家経済調査』があり,土地,貴業用固

定資本,家計用家屋を含めて資産についての詳細な数字

が金額で与えられているが,非農世帯に対する数字は皆

無であるといってよい。わずかに1955年の『国富調,

査』において家計用実物資産(土地を除く)に対する金額

評価が示されてお、り,勤労者催帯について勤め先所得階

層別の数字が与えられているにすぎない(その後, 『国富

調査』は継続しておこなわれているが,家計用資産は調

査の対象外となっている)。このような状況下では,た

とえ不充分なものであっても補助的なデータが必要とな

ってくる。その1つの候補として, 『住宅統計調査』 (以

25)この種のデータについてはToshiyukiMiz0-

guchi, Personal Savings and Consumption in Postwar

Japan, Kmokuniya Bookstore, 1970,p. 100-101参照。
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第12表　資　産　分　布　の　た　め　の　調　査

Vol. 25　No.

調　　査　　名　　　　L　調査期　間i　調査対象l調査項　目　F　階　層　分　頬

(1)総理府統計鼠『貯蓄動向調査』

(2)臥『1969年全国消費実態調査』

(3)経済企画庁, 『消費動向予測調査』

(4)日本銀行, 『貯蓄に関する世論調査』

(5)農林省『農家経済調査』

(6)総理府統計局, 『住宅統計調査』

(7 )経済企画庁, 『1955年国富調査]

1959年以後毎年

1969年9-11月

1956年以後毎年

1962年以後毎年

1953年以後毎年

1963, 1968年

1955年

都市堆帯

都市壮帯・単身世帯

全世帯

全催帯

農家世帯

都市世帯

勤労者世帯

金融資産・負債

上同・帰属家賃

金融資産・負債

上　同

上同・実物資産

家　屋

上　同

年収階級・金融資産階級

年収階級

上　同

上　同

経営面積階級

年収階級

勤め先収入階級

下『住宅センサス』と呼ぶ)があげられよう。勤労者世

帯の主要な実物資産が居住用の住宅にあることはいうま

でもない。 『住宅センサス』では,居住用の住宅に関す

る物的な情報を所得階層別に示しているので,この物的

な数値を何らかの形で金額換算すれば,住宅に対する金

額分布を得ることが出来る。このような視点から,注目

される試みが『1969年全国消費実態調査報告』に示さ

れている。ここでは, 『住宅センサス』に示された特性

別の賃貸住宅の家賃を参考として,所有者居住用の住宅

の帰属家賃を計算している26)ところで,消費者が合理

的に行動している限り;この種の帰属家賃と家星価値の

問に一定の比率が存在しているであろう。したがって,

帰属家賃の分布は一種の実物資産保有額の分布の近似と

みなすことが出来よう。ただ,この試みは, 1969年の

『全国消費実態調査』に示されているにすぎないので,

時系列比較は不可能である。この意味で現在進行中の

1974年調査の結果が期待されるが,当面,これを補充

する目的から『全国消費実態調査』の採用した推計法を

かなり簡易化して1963, 1968の両年の『住宅センサス』

にあてはめてみた。この推計には,若干の誤差を含むと

考えられるけれども,住宅の分布の変化をみるうえであ

る程度の参考指標となり得るであろう。もちろん,この

指標自体,勤労者世帯のすべての実物資産をカバーして

いるわけではない。勤労者せ帯の一部は,賃貸また給与

住宅に住みながら,自宅のための土地をすでに購入して

いるであろう。また,近年ブームとなった別荘の保有の

効果も無視し得ないかもしれないoしかし,居住用住宅

が勤労者世帯保有の実物資産の核であることが確かであ

る以上,慎重な留保条件の下で検討される限り上記の分

析は無意味ではなかろう。

資産分布の問題を考えるとき,使用される分類基準に

26)詳細は,総理府統計局『1969年全国消費実態
調査報告,要約編』に示されている。

配慮が必要となる。第12表に示されているように,多く

のデータは何らかの所得変数にもとづく分類が利用され-

ている.この分類による資産分布の分析は,それなりの

意義を有している。例えば,金融資産を所得の支出の一

部である貯蓄と関連付けることも可能であるし,所得と

資産の合計を「富」の分布として考察することも可能で

ある。しかし,いま資産の分布そのものに関心のある研

究にとっては,資産階級別データから計算された係数に

ょり興味を示すことになろう。この場合,資産階級別の′

データから算出される不平等係数が所得階層別のそれと

かなり相違することも充分予想される。以下の分析はデ

ータ上の制約から所得階層別の表が主として利用される

けれども以上述べた問題点は留意しておく必要があろう。,

資産分布の不平等係数の算出には,ジニー係数および

ジブラの不平等係数が利用される。簡単なグラフチェッ

クによれば,わが国の金融資産の分布は,比較的良好に

対数正規分布をしているように思われる。このことから,,

通常使用されるジニー係数とならんでジブラ係数も併用

されている。というのは,前節でみたように,ジブラ不

平等係数は,分布の構成要因の分析に極めて便利な性格

をもっているからでもある。

(3.2)非農世帯の金融資産分布

最初に,統計データが比較的豊富である金融資産およ

び純金融資産の不平等係数を計算してみよう。第12麦

は, 『貯蓄動向調査』から計算されたジニー係数および

一部の項目についてジブラ係数が示されている。同表に

示されていない項目についても,この2種の係数の間に

はその時間的変化に対して大きな差は認められないからy

以下の論述ではジニー係数のみに着目して議論をすすめ

ることにする。

ところで,同表の所得階層別データから求められたジ

ニー係数は所得に関するものよりもかなり大である.更

に,金融資産と純金融資産に関する係数が若干大である

ことも注目される。ところで,この係数の動きをみるとp
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第13表　金　融　資　産　の　不　平　等　係　数
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[注] 1. 「純金融資産」とは金融資産から負債を差し引いたもの0

2・世帯の種類欄の「全」は全都市世帯, 「勤労」は勤労者准帯を示す0

3・計算に用いたデータ欄の「所」は所得階層別データ, 「資」は金融資産階層別データから計算されたことを示す。
[資料]総理府統計局, 『貯蓄動向調査報告』

勤労着港帯については1959年以降71年にかけて急速な

平等化傾向が見出されるO同様の傾向は,この勤労者催

帯を一部として含む全都市世帯についても見出すことが

出来る。ただ,全都市世帯の場合には1969年以降再び

不平等化の「きざし」が見られる点に注意が必要であろ

う。所得階層別データに関するこのような傾向は, 『消

費動向予測調査』および『貯蓄に関する世論調査』を利

用してチェヅクすることが出来よう。もっとも,この2

着とも患家社帯をも含んだデータである点で『貯蓄動向

調査』と相違しているが,この点を無視して不平等係数

の時間的変化をみると『消費動向予測調査』については

ほぼわれわれの結果を裏付けてくれる。 『貯蓄に関する

世論調査』から求妙られる不平等係数は時系列的にかな

り不安定な動きを示すので,われわれの精巣と直接対此

することはおこなわなかった。

次に金融資産階級別データから求められるジニー係数

をみると,所得階層別データから求めたものより若干大

となっている。その原因の一部は,資産を此較的多く有

している老令世帯が低い所得層に属していること等が考

えられる(これらの世帯の多くは比較的低い収入で再就

職しているものが多いから,上記の説明は勤労者世帯に

ついても妥当する)。金融資産階級別データは全年次に

ついて存在しているわけではないから断定的なことはい

えないけれども,トレンドに関する限り所得階層別デー

タから得られたと同様の帰結が得られるようである。

それでは,このような金融資産分布の平等化傾向をも

た、らした原図はどのようなるのであろうか。筆者は,め

が国家計の貯蓄行動の分析にあたって金融資産・所得比

率の低さを指摘してきた。この現象と貯蓄率の高さとを

同時に考慮したとき,金融資産にしめる年々の金融資産

増の此率はかなり高い水準にあると考えられる。一般に,

フローの貯蓄の分布は所得分布の平等化とともに平等化

する傾向があるO少なくともわが国の金融資産水準は,

資産よりの収益がより多くの不平等をもたらすほどには

高い水準にはないことが第13表を支えている一つの背

景といえよう。

いま1つの要因は,われわれの対象としている期間に

おいて実物資産の購入がかなりおこなわれたということ_

である。住宅およびそのための土地購入が金融資産減を

もたらすことは明らである。丁般に,実物資産の購入は,

此較的多くの金融資産を保有する者によっておこなわれ

るから,金融資産階層別データから求められた資産分布

が平等化傾向を示すのは当然であろう.一方,この効果

は,所得階層別データから求められる金融資産分布の平

等化傾向をも説明することが出来るOすなわち, 1960g

年代の初期において,実物資産は退職金によってかなり

の程度購入されていた。これらの丑帯は比較的低い所得

階層に区分されているから,実物資産の購入は所得階層

別データから計算される不平等度を低める方向に作用す

る.しかし,年の経過とともに実物資産購入の主体は中

年令層-移行するようになる。これらの世代の所得が比

較的高いことおよびその負債が当分残されることを考え

れば,この傾向が所得階層別データよりの金融資産に関

する不平等係数を低める方向に働くであろう。この問題
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[注] 1. 「総資産」は「純金融資産」に,帰属家賃を10%の利率で割引いた値を加えたもの

2.世帯主年令別は「勤め先収入」階級データ,他は実収入階級データから計算

については(3.3)において再び論じることにしたい。

次に, 『全国消費実態調査』から導き得る情報につい

て付記しておこう.このデータは,多くのクロス・テー

ブルをもっている関係上,われわれの分析にとっては極

めて有用なものである。ただ,現在のところ1969年調

査に資産に関する情報が含まれているにすぎないので,

当面の分析は極めて限定されることになる。しかし,

1974年調査の発表には,資産関係の項目が含まれる予

定とされているので,その結果の利用は資産分布の研究

を大きく前進せしめることが期待される。しかし,現在

時ではわずかに1時点について結果が得られるにすぎな

いから,あまり詳細な分析をすすめることは適当ではな

い。そこで,同調査から発見されたいくつかの事実を指

摘するにとどめることにするO第14表は, 『全酎肖費実

態調査』から求められるジニー係数を一覧表の形でまと

めたものである.これに対応するジブラ係数も計算され

ているが,それから求められる帰結が同表のものと大差

がないので,紙数の制約上省略した。ところで,同義の

金融資産に関する職業グループ別の此校をみると,同一

職業問に関する限り金融資産に関する不平等係数は所得

分布のそれとほぼ同じ値を示している。しかし,全港帯

平均または勤労者世帯平均でみると金融資産の不平等係

数は所得分布のそれよりも大となっている.これは,職

業グループ別平均値間のバラツキが所得分布の場合より

大であることを示している。事実,ジブラ係数より求め

られる全社帯の対数分散を分散分析の手法を用いて分解

してみると,所得分布の級間分散が全分散の14.6%で

あるのに対して,金融資産のそれが38.4%になっている。

世帯主年令別の金融資産分布をみると,金融資産の不平

等係数は,同一年令の所得分布よりも若干より不平等と

なっている。この間題は,年令別の貯蓄行動との関連で

より詳細に分析してみる必要がある。更に,金融資産の

府県別分布についての研究も同調査からおこなうことが

出来るが,紙数の制約上別の機会にゆずりたい。なあ

同表には次項で利用される帰属家賃についての結果とと

もに, 1959, 64年の所得分布の不平等係数を参考とし

て示してある。

(3.3)実物資産の分布

既述のように,実物資産の分布を吟味するためのデー

タは極めて少ない。したがヮて,以下展開される分析は
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試論の域を出ないといえよう。最初に勤労者堆帯につい

て検討をおこなってみよう。勤労者丑帯の保有している

実物資産としては, (イ)土地, (ロ)居住用住宅, (-)そ

の他住宅, (ニ)その他固定設備, (ホ)耐久消費財が考え

られる。このうち, (ホ)については『全国消費実態調

査』をはじめとしてかなりの数のデータがあるが,ここ

では一応分析の対象坤こおくo (ニ)は,個人業主世帯に

とっては重要なものであるが,勤労者世帯についてはそ

れほど考慮する必要がない. (-)は,現在においても無

視し得るとは考えられないが,信顧出来る最近時点の調

査は皆無であるといってよい。しかし,これを無視した

ことによって生じる誤差は勤労者世帯についてはそれほ

ど大ではなかろう。かくて問題となるのは(イ), (ロ)の

分布をどのようにしてとらえるかと:いうことに帰着す

る27)

われわれの利用し得る第1のデータは, 『住宅センサ

ス』である。このデータでは,勤労者の月収別に自己家

屋の保有状況が示されており, 1963年および1968年調

査では坪数,建設時点,所在する都市階級等の情報が付

記されている。一方,同調査にはほぼ対応する形で賃貸

家屋の家箕が示されているから,それを利用して家屋特

性別の坪当たり家賃を求め,それを自宅保有世帯の帰属

家賃推定に利用した。このような試みをおこなうには,

自己保有家屋の特性が詳細にわかっていることが望まし

いが, 『住宅センサス』の場合の条件を活しているとは

かならずLもいい得ない。しかし,より詳細な情報を利

用して計算された『1969年全国消費実態調査』よりの

不平等係数0. 1516が第15表の1968年値に近い値をと

第15表　勤労者世帯の資産分布

っていることからみてその計算基礎は一応認め.E,れよう。

しかし,ここで計算された-「実物資産」の評価はかなり

複雑な性格のものである。すなわち,われわれの帰属家

賃の評価は,同一タイプの住居についても地域によって

ことなる評価を与えている。これは,その建物の属する

27)日本銀行調査局「昭和48年の金融経済の動向」

『調査月報』 1974年6月には,家計の土地の保有分布

を示す図が示されているが,その出所は明らかではな

い。
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地価の相違をかなりの程度反映したものといってよいO.

この点,建物そのものの評価をおこなった『国富調査』

とは大きく相違している。一般に,地価の高い都市部に

は延面積の小さい住宅が見出される傾向のあることから

帰属家賃方式による計算は不平等係数を低く算出する可

能性をもっている事実,第15表の実物資産のジニ-係

数はか.なり低い。このことは1955年の『国富調査』よ

りの・ジニー係数が0.27准皮を示すことからも明らかで

あろう28)。しかし,以前の限定の下で,第15表の比較

をおこなってみると,対象となった2時点間では不平等二

化がかなり進んでいることがわかる。そして,この傾向

は(2.2)で述べた金融資産分布の不平等係数と逆の動き

を示している。

そこで1つの試みとして,実物資産と金融資産の合算'

をおこなってみようoこのた糾こは,帰属家賃をある種

の割引率でわることによって資産価値に換算し合軍を許

みることとなる。第14表に示された3系列は,この割

引率を(a)6%,(b)10%,(c)15%′と想定して各々実

物資産額を求め,それを金融資産と合算した後不平等係

数を算出している29)(
。Vここで採用した割引率は(a)正肝
時の定期預金金利.(b)住宅ローンの貸出金利,(o)土

地の値上りを考慮して(b)を割り増ししたもの,という

理由にもとづいている).ところで,同表をみると,紘

資産の不平等係数の1963-68年間の動きはその想定す

る割引率によってかなり相達している。ただ,かなり合

理的な割引率と考えられる10%の値が2時点間でやや

不平等化の方向を示していることは注目されてよい。こ

れと同様な試みは,『1969年全国消費実態調査』につい

ておこなうことが出来,その一部は第14表に付記され

ている30)しかし,その詳細な吟味は別の機会にゆずり

たい。

農家についての金融資産・実物資産のデータは『農家~

28) 『国富調査報告』には,月収別の実物資産保有

額が示されているが,月収別の世帯分布は示されていq
ないので, 『家計調査』の分布を利用して計算した。

29)金融資産のデータが得られる『貯蓄動向調査』

は年間収入で区分されているので, 『住宅統計調査』

の階層区分とは厳密に墜一致しない.そこで・所得分-
布上の木目対的位置をめやすとして,住宅センサスに対-

応する金融資産分布表を作成し牢.
30)ここで問題となるのは,帰属家賃の数字が要因
別表には付記されていないことである。そこで第14一

義では,帰属家賃がかなりの比重をし砂でいる「現物

消費」について不平等係数を計算し右の結果を全世帯
分布に対する帰属家賃と現物消費の不平等係数の比率・

で修正することにした。
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走済調査報告』より求め得ることはすでに述べた。その

詳細さは,資産関係のデータとしては最良なものといえ

よう。ただ,このデータを利用するにあたっては次の注

意が必要である。

第16表　農家の資産分布のジ=一係数(全府県)

(1) 『農家経済調査』では5-6の階層区分しか発表

していない.このようなとき,ジニー係数にはあ

る橿度の誤差をさけることが出来ない。,

(2) 『患家経済調査』では,標本を5年間固定して

いる。この場合, 5年目毎に不平等係数が段階的

変化をとる可能性がある。

(3)土地価櫓は貴地価格で評価されており,売買価

格との間には差がある。

第16表では. (2)の問題点を考慮して標本変更がおこな

われる5年毎の数字を示すことにした。ところで同表の

鷹巣によれば,鹿家の資産は1952年以降平等化の傾向

を示し,特にその傾向は土地を除く固定資産(住宅・農

機具・大動物等)においていちぢるしい。ただ,鑑述の

データ的な制約を考慮した場合,この帰結もかなり暫定

的なものであるといえよう。

[IV]結　語

との調査でみてきたように,わが国の所得分布研究は

研　　　究 Vol. 25　No. 4

かなり古い歴史を有しているo　そして,少なくとも相対

的な意味では,それを解析するためのデータもかなり豊

富であるといってさしつかえない。それにもかかわらず,

現存する諸業績は1960年代初頭までの期間に限定され

ている場合が多い。最近のインフレーションを動機とし

て,所得分布の問題に対する関心が増大しつつあるよう

に思われる。このこと自体は非常に好ましいことである。

ただ,所得分布の変化の分析は,かなり長期的な変化と

してとらえられるべきものであり,地道な継続的な作業

がすすめられない限り大きな成果は期待し得ない。その

意味では,近年のインフレーションによる所得分配の問

題等を論じるための本樽的作業のためにはなお数年の年

月を必要としよう。この調査が, 1960年代初期から現在

にいたるまでの研究のギャップを多少でもうめる役割を

はたし得れば幸いである。

資産をも含めた「富」の分布の不平等化についての問

題意識は,多くの人々によって提起されている。しかし,

この分野の基礎的研究はおどろくほど少ないし,統計調

査の面でも極めて制約された情況にあるといってよい.

これらの問題をすすめるにあたっては,新規調査をも含

めた綜合的対策が必要となる。したがって,この調査の

位置付けは,具体的な成果を提出することにあるよりも,

この面に関連して存在する間温点を指摘することによっ

て,将来の出発点を形成することにあったとされるべき

であろう。
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